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  当事業所は、利用者に対して指定介護予防支援または介護予防ケアマネジメントを提供します。

事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上のご注意いただきたいことを次のとおり説明し

ます。 
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  利用者が、居宅での介護予防サービスや介護予防・日常生活支援総合事業サービス、そ

の他の保健医療サービス、福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサ

ービス等を適切に利用することができるよう、次のサービスを実施します。 

 ○ 利用者の心身の状況や利用者とその家族の希望を伺い、「介護予防サービス計画書等

及び介護予防・生活支援サービス計画書（以下、サービス計画書等という）」を作成し

ます。 

 ○ 利用者のサービス計画書等に基づくサービス等の提供が確保されるよう、利用者及び

その家族等、指定介護予防サービス事業者等との連絡調整を継続的に行い、サービス計

画書等の実施状況を把握します。 

 ○ 必要に応じて、事業者と利用者双方の合意に基づきサービス計画書を変更します。 

 

 ※ 当サービスの利用は、原則として要支援認定の結果｢要支援｣と認定された方もしくは

基本チェックリストにより「事業対象者」と判断された方が対象となりますが、暫定で

のサービスの利用は可能です。 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 
 

（北見市指定 第０１０５００００９５号） 

介護予防支援・介護予防ケアマネジメントとは 



 - 1 - 

１．事業者（法人）の概要 

名 称 社会福祉法人 北見市社会福祉協議会 

所 在 地 北海道北見市寿町３丁目４番１号 北見市総合福祉会館 

電 話 番 号 ０１５７－６１－８１８１ 

代 表 者 氏 名 会 長  五十嵐 俊 啓 

設 立 年 月 日 平成１８年 ３ 月 ３ 日 

 

２．事業所の概要 

事 業 所 の 名 称 北見市留辺蘂・温根湯温泉地区地域包括支援センター 

サービスの種類 介護予防支援または介護予防ケアマネジメント 

事業所の所在地 北海道北見市留辺蘂町東町８４番地１ はあとふるプラザ 

電 話 番 号 ０１５７－４２－５００８ 

開 設 年 月 平成２０年 ４月 １日 北見市指定 第０１０５００００９５号 

管 理 者 氏 名 堀 川 明日香（保健師兼任） 

事 業 の 目 的 

 事業所は、介護保険法及び北見市指定介護予防支援等の事業の人員及び運

営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準等を定める条例並びに北見市介護予防ケアマネジメント実施

要綱に従い利用者が有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができ

るよう、適正な介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントを提供すること

を目的とします。 

事 業 所 の 運 営 

方 針 に つ い て 

 要支援状態等にある利用者の心身の状況・有する能力・意向等を踏まえ、

介護保険法その他関係法令及びこの契約の定めに基づき、公平中立な立場か

ら関係する市町村や事業所、地域の保健・医療・福祉サービス等と綿密な連

携を図りながら、利用者の要支援状態の軽減や悪化防止、機能向上のため、

適正なサービスを提供します。 

 

３．事業実施地域 

   北見市留辺蘂町全域 
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４．営業日及び営業時間 

営 業 日 

 毎週月曜日から金曜日までとなります。ただし、国民の祝日に関する法律

に規定する休日及び年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで）は除き

ます。 

営 業 時 間 

 午前８時４５分から午後５時３０分までとなります。なお、営業日及び営

業時間以外の対応については、転送電話により常時対応が可能な体制となり

ます。 

サービス提供時間  ２４時間 

 

５．職員の体制 

   当事業所では、以下の職種の職員を配置しています。 

（１）主な職員配置状況   

職    種 人 員 職 種 の 内 容 

１．管理者 
１名 

（常勤・兼務） 
・事業所全般の管理業務全般 

２．保健師等 各１名 

・苦情の受付 

・包括的支援事業（総合相談支援、権利擁護、包括

的継続的マネジメント、介護予防事業）及び介護

予防支援業務、介護予防ケアマネジメント業務

等 

３．主任介護支援専門員・社

会福祉士等 

内１名 

（常勤） 

・苦情の受付 

・包括的支援事業（総合相談支援、権利擁護、包括

的継続的マネジメント、介護予防事業）及び介護

予防支援業務、介護予防ケアマネジメント業務

等 

４．介護支援専門員 
１名以上 

（常勤） 

・苦情の受付 

・包括的支援事業（総合相談支援、権利擁護、包括

的継続的マネジメント、介護予防事業）及び介護

予防支援業務、介護予防ケアマネジメント業務

等 

 

６．当事業所が提供するサービスと利用料金 

（１）介護予防支援または介護予防ケアマネジメントのサービスの内容と利用料金 

  １）サービスの内容 

   ①サービス計画書等の作成 

    利用者のご家庭を訪問し、利用者の心身の状況、置かれている環境等を把握したうえで、介護
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予防サービス及びその他の必要な保健・医療・福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活

動によるサービス等（以下「介護予防サービス等」という）が、総合的かつ効率的に提供される

ように配慮し、サービス計画書等を作成いたします。 

    なお、サービス計画書等作成の流れは、以下のとおりです。 

 

   ②サービス計画書等作成後の便宜の供与 

    1. 利用者及び利用者の家族等、介護予防サービス事業者等との連絡を継続的に行い、サービ

ス計画書等の実施状況を把握します。 

    2. サービス計画書等の目標に沿ってサービスが提供されるよう、介護予防サービス事業者

等との連絡調整を行います。 

    3. 利用者の意向を踏まえて、要介護・要支援認定または介護予防・日常生活支援総合事業の

更新申請等に必要な援助を行います。 

   ③サービス計画の変更 

      利用者がサービス計画書等の変更を希望した場合、または事業者がサービス計画書等の

変更を必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意に基づきサービス計画書等を変

更します。 

   ④サービス計画の評価 

      サービス計画書等については、計画に位置づけた期間が終了するときは、当該計画等の

目標の達成状況について評価を行います。 

１． 事業者は、担当職員にサービス計画書等の作成に関する業務を担当させます。 

２． サービス計画書等の作成の開始にあたって、当該地域における介護予防サービス事業

者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者及び利用者の家族等に対し

て提供し、利用者にサービスの選択を求めます。 

３． 担当職員は、利用者並びに利用者の家族等のおかれた状況等を考慮して、利用者が目

標する生活、専門的観点からの目標と具体策を踏まえ、利用者に提供されるサービスの目

標、その達成期間、達成するための支援内容、サービスを提供するうえでの留意点等を盛

り込んだサービス計画書等の原案を作成します。 

４． 担当職員は、前項で作成したサービス計画書等の原案に盛り込んだ介護予防サービ

ス等について、保険給付の対象となるか区分した上で、その種類、内容、利用料金等に

ついて利用者及び利用者の家族等に対して説明し、同意を得た上で決定するものとしま

す。 
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   ⑤その他、利用者等に対する義務的な業務 

    １ 利用者の被保険者証に認定審査会意見または介護予防サービスもしくは地域密着型サー

ビスの種類についての記載がある場合には、利用者にサービスの種類の変更ができること等

の趣旨を説明し、理解をいただいた上でその内容に沿ったサービス計画を作成します。 

    ２ ３ヶ月に１回以上自宅訪問による面談及び毎月に１回以上電話等でモニタリングにより

状況等を確認します。ただし文書により利用者から同意を得ること、かつ次のいずれかにも

該当する場合においては、テレビ電話装置等を活用して面接することができます。その際に

は、サービスの提供を開始する月の翌日から起算して３ヶ月ごとの期間について、少なくと

も連続する２期間に１回、自宅に訪問しない期間において、テレビ電話装置等を活用して利

用者に面接することができます。 

      テレビ電話装置等を活用しての面接を行なうためには、サービス担当者会議等において、

次に掲げる事項について主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得ます。 

      ⅰ 利用者の心身の状況が安定していること。 

      ⅱ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行なうことができること。 

      ⅲ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない情報につい 

        て、担当者から提供をうけること。 

３ 利用者が入院する場合には、利用者または利用者の家族等に対して、入院時において担当

する介護支援専門員等の氏名等を入院先の医療機関に報告してもらうよう依頼します。 

    ４ 利用者が医療系のサービスの利用を希望された場合等は、サービス利用のために必要な意

見を受け、さらに利用者の主治の医師等に対してサービス計画を交付します。 

    ５ 訪問介護事業所等の介護予防サービス事業所等から報告を受けた利用者の口腔における

問題や服薬状況、担当する介護支援専門員等による利用者の検証（モニタリング）等で把握

した利用者の状態等について、担当する介護支援専門員等から主治の医師や歯科医師、薬剤

師に必要な情報伝達を行います。 

    ６ 利用者や利用者の家族等に対して、利用希望のサービスについて、複数の介護予防サービ

ス事業者等の紹介が受けられることを説明します。 

    ７ 利用者や利用者の家族等に対して、利用希望のサービスについて、サービス計画において、

利用調整した介護予防サービス事業者等を決定した理由を求められることを説明します。 

  ２）サービス利用料金 

 介護予防支援もしくは介護予防ケアマネジメントを受けられた方は、介護保険制度もしく 

は北見市介護予防・日常生活総合事業より全額支払われます。但し、介護保険料の滞納によ 

り、法定代理受領（給付）が出来なくなった場合、１ヶ月につき別紙料金表の額をお支払い 

いただき、事業所から指定介護予防介護サービス提供証明書もしくは介護予防ケアマネジメ 

ント提供証明書を発行します。このサービス提供証明書を保険者の窓口に提出しますと、全 

額払い戻しを受けられます。 
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（２）利用料金のお支払い方法 

    前記の料金は１カ月ごとに計算し、請求明細書をお届けいたします。なお、お支払い方法に

ついては、 

   ①利用者等の口座自動引落し（お手持ちの銀行または郵便局、新規開設の銀行及び郵便局） 

   ②当事業所指定口座への現金振込 

   ③当事業所職員の直接徴収 

   ④当事業所への直接支払い 以上４つの方法によりお支払いいただきます。 

[開設口座内容] 

 銀行・郵便局名： 

 口 座 番 号：         口 座 名 義： 

 

７．業務の委託 

   当事業所では、以下の（１）業務委託内容の一部または、全部を（２）業務委託先の指定居宅介

護支援事業所に委託する場合があります。その場合は、利用者のサービス計画書等の作成を担当す

る事業所（当事業所を含む）については、利用者と協議の上決定いたします。 

   また、（２）業務委託先の居宅介護支援事業所は、委託業務の実施にあたって当事業所と同様、

契約書第１０条に定める守秘義務を守ります。 

（１）業務委託内容 

  １）重要事項の説明、契約締結事務 

  ２）アセスメントに関すること 

  ３）サービス計画書等原案作成に関すること 

  ４）サービス計画書等の交付に関すること 

  ５）サービスの提供に関すること 

  ６）サービス担当者会議の開催に関すること 

  ７）評価・モニタリングに関すること 

  ８）給付管理業務に関すること 

 

８．サービスの利用に関する留意事項 

（１）サービス提供を行う担当職員 

    サービス提供時に当事業所及び７．の（２）に記載した居宅介護支援事業所のいずれかにおい

て担当職員を決定します。なお、サービス提供を行う事業所については、契約者と協議の上決

定します。 

 

（２）担当職員の交替 

 １）事業者からの介護支援専門員の交替 

    事業者の都合により、担当職員を交替することがあります。なお、担当職員を交替する場合

は、利用者に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮するものとします。 

 ２）利用者からの交替申し出 

    選任された担当職員の交替を希望する場合には、当該担当職員が業務上不適当と認められる

事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して担当職員の交替を申し出るこ

とが出来ます。ただし、利用者から特定の担当職員の指名は出来ません。 
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（３）サービス提供における事業者の義務 

    当事業所では、利用者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

① 利用者に提供した介護予防支援または介護予防マネジメントについて記録を作成し、その完

結の日から 2 年間保管するとともに、利用者並びに利用者の代理人の請求に応じて閲覧させ、

複写物を交付します。 

② 利用者が、他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合、その他利用者から申し出があっ

た場合には、直近のサービス計画書等及びその実施状況に関する書類を交付します。 

 

（４）個人情報の保護等（守秘義務等）について 

  １）事業者及び担当職員並びに従業員は、介護予防支援または介護予防ケアマネジメントを提供す

るうえで知り得た利用者及び利用者の家族等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しま

せん。 

  ２）従業員は、職務上知り得た個人情報等については、退職した後も第三者に漏洩しません。 

  ３）事業者及び従業員は事業所内における個人情報等の管理を的確に実施します。 

 

（５）損害賠償について 

    事業者の責任により利用者に生じた損害については、事業者は速やかにその損害を賠償いた

します。また、守秘義務を違反した場合も同様とします。 

    ただし、その損害の発生について、利用者に故意または過失が認められる場合には、利用者

の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償責任を減じる

場合があります。 

 

（６）サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

    契約の有効期間は、契約終結の日から利用者の要支援認定の有効期間満了日までですが、契

約期間満了の７日前までに利用者から契約終了の申し入れがない場合には、契約は更に同じ条

件で更新され、以後も同様となります。（契約書第２条参照）また、事業対象者については有効

期間満了日がないため、利用者から契約の終了の申し入れがない限り継続いたします。 

    また、契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することがで

きますが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了しま

す。 

① 利用者から解約または契約解除の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

② 事業者が解散した場合、破産した場合、またはやむ得ない事由により事業所を閉鎖した場合 

③ 利用者が介護保険施設に入所した場合 

④ 要介護認定または要支援認定により、利用者の心身の状況が自立または要介護１～５と判定 

された場合 

⑤ 利用者が死亡した場合 
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９．サービスをやめる場合 

（１）利用者からの解約・契約解除の申し出 

    契約の有効期間であっても、利用者から利用契約を解約することができます。その場合には、

契約終了を希望する日の１カ月以上の予告期間をもって、解約届出書をご提出ください。 

    ただし、以下の場合には、即時に契約・解除をすることができます。 

 

① 事業者が作成した、サービス計画書等に同意できない場合 

② 事業者もしくは担当職員が、正当な理由なく本契約に定める介護予防支援または介護予防ケ

アマネジメントを実施しない場合 

③ 事業者もしくは担当職員が、守秘義務に違反した場合 

④ 事業者もしくは担当職員が、故意または過失により利用者の身体・財物・信用等を傷つけ、

または著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

 

（２）事業者からの契約解除の申し出 

① 利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを 

告げず、または不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場

合 

② 利用者が、故意または重大な過失により事業者またはサービス従事者もしくは他の利用者等

生命・身体・財物・信用等を傷つけ、または著しい不信行為を行うことなどによって、本契約

を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

 

１０．事故発生時の対応について 

（１）対応について 

    事業者は、利用者に対する介護予防支援または介護予防ケアマネジメントの提供時において、

事故や疾病、怪我等が発生・発見した場合には、事業者が作成する緊急対応マニュアルに従い、

適切な対応を行います。 

    その場合、基本的には速やかに利用者の安否を確認し、身体状況によっては適切な応急処置

を行い、その後、必要に応じ、救急車の要請や利用者の家族等や関係機関へ報告し、指示を受

けながら適切な対応を行います。 

    さらに、速やかに原因等を明確にし、適切に処理し、内容によっては賠償損害等の手続きや

対応を行います。また、必要に応じて北見市等関係機関へ報告するものとします。 

 

（２）記録等の保管について 

    事業者は、当該事故における発生から経過、処置、結果等にかかる記録を作成し、その完結

の日から２年間保管することとします。 
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１１．虐待防止等について 

  １）事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、虐待防止に関する責任者を定め、事業

所における虐待防止に必要な体制を整備します。 

  ２）事業所は、感染症の予防及びまん延防止に努めます。 

３）事業所は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、身体的拘束等を行いません。ただし、緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合には、社会福祉

法人北見市社会福祉協議会身体拘束等適正化に関する規程に基づき適切に措置を講ずることと

します。 

 

１２．苦情の受付について 

（１）当事業所における苦情の受付及びサービス利用等のご相談 

    サービスに対する苦情やご意見、利用料のお支払いや手続きなどサービス利用に関するご相

談、利用者の記録等の情報開示の請求は以下の専用窓口で受付けます。 

  １）苦情受付担当者 

    堀 川 明日香（社会福祉法人北見市社会福祉協議会 留辺蘂支所地域福祉係 北見市留辺

蘂・温根湯温泉地区地域包括支援センター管理者） 

  ２）苦情解決責任者 

    和 泉   剛（社会福祉法人北見市社会福祉協議会 留辺蘂支所長 北見市留辺蘂・温根湯

温泉地区地域包括支援センター長） 

  ３）利用可能日時 

    ①利用可能曜日 

     毎週月曜日から金曜日までとなります。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する休日

及び年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで）は除きます。 

    ②利用可能時間 

     午前８時４５分から午後５時３０分までとなります。ただし、営業日及び営業時間以外の

対応につきましては、転送電話により常時対応が可能な体制となります。 

  ４）連絡先 

    北海道北見市留辺蘂町東町８４番地１ はあとふるプラザ 

    ＴＥＬ：０１５７－４２－５００８  ＦＡＸ：０１５７－６７－２０７８ 

 

（２）苦情の処理や対応について 

    苦情受付担当者やその他職員が苦情を受けた時には、速やかに事実関係を明確にし、適切に

処理します。また、必要に応じ北見市等関係機関へ報告することとします。 
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（３）行政機関その他苦情受付機関 

社会福祉法人北見市社会福祉協議会 

第三者委員会 

委 員  伊 藤 昌 博 

〔電 話〕０１５７－６８－２２３５（職場） 

委 員  藤 田 昌 大 

〔電 話〕０１５７－３３－５５３７（職場） 

委 員  守 谷 英 和 

〔電 話〕０１５７－２４－２４８３（職場） 

委 員  置 田 俊 一 

〔電 話〕０１５７－２４－３０３０（職場） 

北見市保健福祉部介護福祉課 
所在地 北見市大通西３丁目１番地１ 

〔電 話〕 ０１５７－２５－１１４４ 

北海道国民健康保険団体連合会 

審査部介護・障害支援課 

所在地 札幌市中央区南２条西１４丁目 

〔電 話〕 ０１１－２３１－５１７５ 

北海道福祉サービス運営適正化委員会 
所在地 札幌市中央区北２条西７丁目 かでる２・７ 

〔電 話〕 ０１１－２０４－６３１０ 

 

令和  年  月  日 

 

    介護予防支援または介護予防ケアマネジメントの提供の開始にあたりまして、本書面に基づ

き重要事項の説明をいたしました。 

 

説

明

者 

住 所 北海道北見市寿町３丁目４番１号 北見市総合福祉会館 

法 人 名 社会福祉法人 北見市社会福祉協議会 

代 表 者 会 長  五十嵐 俊 啓 

事 業 所 名 北見市留辺蘂・温根湯温泉地区地域包括支援センター 

説明者職氏名 職名  氏名 ㊞ 

 

    私は、本書面に基づいて事業者から重要事項説明書の説明を受け、介護予防支援または介護

予防ケアマネジメントの提供開始に同意します。 

 

利

用

者 

住    所 北見市留辺蘂町 

氏    名                               ㊞ 

署 

名 

代 

行 

者 

住    所  

氏    名                               ㊞ 

続    柄  

 


